
 皆様、本日はお忙しい中ご参加いただき、誠にありがとうございます。CFOの松下で
す。

 本日は、「2023年3月期第1四半期決算」、「セグメントの状況」及び「中期経営計画
における３つの重点戦略の進捗状況」について説明します。

 まず、「第1四半期決算」について説明します。4ページをご覧ください。







 第1四半期連結決算の営業収益は、新型コロナウイルス感染症の影響が続く中ではあり
ますが、鉄道事業を始めとした各事業における需要の緩やかな回復や、当社保有物件の
第三者への売却により、対前年で183億円の増収の904億円となりました。

 営業利益は、営業収益の増加に加え、鉄道事業における固定費削減効果の発現などによ
り黒字に転換し、対前年で92億円増の78億円となりました。

 その結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は69億円となり、EBITDAについては対
前年97億円増の147億円となりました。

 次に、「2023年3月期通期業績予想」について説明します。8ページをご覧ください。









 業績予想及び配当予想については、第1四半期決算の結果及び直近の新型コロナウイル
ス感染症の拡大状況をはじめとした経済情勢の不透明さを考慮し、5月10日公表の予想
から変更しておりません。

 引き続き、収入の回復動向を注視しつつ、今期業績予想及び中期経営計画の数値目標達
成に向けた各種施策を推進してまいります。

 次に、「セグメントの状況」について説明します。13ページをご覧ください。











第１四半期は、引き続き新型コロナウイルス感染症の影響を受けましたが、厳しい行動
制限が課されなかったこともあり、移動需要や個人消費は前期末からの回復傾向を維持
しました。

一方で足元では、新型コロナウイルス感染症の急速な再拡大を受け、回復ペースの鈍化
も見えてきております。

次に、中期経営計画における重点戦略の進捗について説明します。20ページをご覧く
ださい。















 当社は、2024年度までの中期経営計画の期間である３か年を2030年長期ビジョン実現に向け
た「成長軌道への復帰を図る」ステージとし、３つの重点戦略を推し進めております。その重
点戦略について、進捗を説明します。

 次のページをご覧ください。



 鉄道事業における事業構造改革について説明します。今期は、約180億円のコスト削減
を見込んでおり、そのうち約140億円はBPRによる固定費削減です。前期のコスト削減
額210億円の大部分は緊急抑制や収入連動によるものでしたが、今期はBPRによる固定
費削減がメインとなっております。

 第１四半期におけるコスト削減の進捗率は25.6％と順調に進捗しております。2020年
3月期末に、新型コロナウイルス感染症の拡大が本格化してから、全社を挙げ、トップ
ダウンとボトムアップの両面からスピード感を持って事業構造改革に取り組んできた結
果、確実に効果が発現してきております。

 第１四半期の単体の鉄道事業の営業利益は25億円であり、BPRによるコスト削減実績
が34億円であったことから、BPRが鉄道事業の黒字化に大きく貢献した結果と言えま
す。

 今後の主なBPR施策としては、秋のダイヤ改正に際し、ご利用状況に合わせた運行体系
の見直しや新たな設備の構築、従業員のマルチスキル化等により、通期ベースでは約８
億円のコスト削減が実現する見込みです。

 次のページをご覧ください。



 鉄道事業ではコスト構造改革と並行して、利便性の向上ときっぷの見直しによる収益の
確保にも取り組んでおります。

 ６月25日には、新幹線のEXサービスが鹿児島まで延伸され、チケットレス化による利
便性向上が実現しました。これに合わせ、新幹線の各種きっぷに関し、その特徴に応じ
た料金体系への見直しを行いました。

 この結果、前年度に行った割引きっぷの見直しや、今年度初に行った在来線特急料金の
見直しと合わせ、コロナ前の収入ベースで年間25億円程度の増収効果を見込んでおり
ます。

 このほか、Visaのタッチ決済やPayPayで買える特急券など、新たなデジタルサービス
の導入を進め、鉄道の利便性及びサービス向上に取り組んでおります。

 次のページをご覧ください。



流通・外食事業の「事業構造改革の完遂」に向けた取り組みについて説明します。今中
期経営計画の重点戦略において、流通・外食事業では「ブランド／店舗の競争力向上」
という方針を掲げています。

コロナ禍で、駅周辺立地店舗や居酒屋業態が人流の減少の影響を大きく受けた一方で、
郊外型店舗やテイクアウトは堅調に推移しました。こうした状況に鑑み、不採算店舗か
らの撤退に加え、これまで培ってきたノウハウや競争力を踏まえた郊外型店舗の出店や
新業態への挑戦等により、利益率改善・競争力向上を推進していきます。

次のページをご覧ください。



次に、重点戦略の2つ目である「豊かなまちづくりモデルの創造」について進捗状況
を説明します。

西九州新幹線の開業まで残り2カ月を切り、地域も巻き込んだ各種プロモーションを
開始しています。開業効果を高め、沿線のみならず佐賀県、長崎県の各地に開業効果
を拡大させることで、西九州新幹線の開業を起爆剤としたまちづくりを推進してまい
ります。

次のページをご覧ください。



 昨日公表いたしましたが、長崎エリアでも新たにMaaSの取り組みを開始します。

 MaaSアプリ「my route」を軸として他事業者や自治体と連携しながらMaaSの強化・
拡大を図るとともに、西九州新幹線の開業に合わせて、佐賀エリアとMaaSで連携する
ことにより、西九州エリア全体でのシームレスな移動の提供を目指します。

 次のページをご覧ください。



 2023年夏にBRTでの開業を予定している日田彦山線の添田～夜明・日田間については
、地元自治体や関係機関と協力し、学校や病院など生活に密着したエリアを中心とし
て新たに25駅を増設し、全37駅のBRT駅を設置する計画です。

 引き続き、開業に向けて地域と連携し、電気バスの導入等、環境にも配慮しながら、
「ひと、地域、みらいにやさしい」をコンセプトとして、地域の皆様に親しまれる新
たな交通インフラモデルの構築を目指してまいります。

次のページをご覧ください。



 令和2年7月豪雨により被災した肥薩線については、国土交通省と熊本県が開催する検
討会議に参画しています。復旧費と維持費、復旧後の利用予測など、持続可能性も含め
た様々な観点から慎重に復旧方針の検討を進めているところです。

 次のページをご覧ください。



最後に、ESGの取り組みについて説明します。2030年長期ビジョンの実現に向けて設
定したマテリアリティに基づき、ESG各項目の取り組みを推進しています。

まずEについては、博多駅で使用する電気を再エネ電気に切り替える等、脱炭素社会の
実現に向けた取り組みを進めています。

次にSについてです。2024年3月期中にリニューアルオープンを予定する油山市民の森
等リニューアル事業は、「人と都市と自然の共生」をビジョンとした当社を代表とする
9社共同開発です。「福岡グリーンネクスト」のリーディングプロジェクトに位置付け
られており、福岡市や他事業者と連携して持続可能なまちづくりを進めてまいります。

最後にGについてです。中期経営計画における非財務KPIの１つである従業員意識調査
の結果と取締役報酬との連動を決定しました。従業員意識調査の結果は、価値創造の源
泉となる人材戦略の実現度合いを定量的に図る重要な指標であり、同指標を評価項目と
することで経営陣が責任とインセンティブをもって取り組むことができると考えており
ます。今後も、健全な企業運営に向けて一層取り組みを強化してまいります。

以上で説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。




